
５農産第 3038 号 

令和５年 11 月 10 日 

公益財団法人 中央果実協会 

 理事長 村上 秀德 殿 

農林水産省農産局長 

令和５年度果樹緊急総合対策支援事業による国産花粉緊急確保実証事業 

の実施について 

農林水産省は、中国における火傷病の発生を受け、令和５年８月 30 日、中国産のなし

及びりんごの花粉等の輸入を停止しました。 

中国産のなし及びりんごの花粉は、我が国で生産されるなし及びりんごの人工授粉を

行うために利用されており、果樹生産における重要資材であることから、本輸入停止措

置により人工授粉用の花粉が不足することで、なし及びりんごの生産量が減少するなど

農業経営への影響等が懸念されます。 

つきましては、令和６年度の開花期に必要とされるなし及びりんご花粉を緊急的に確

保するため、持続的生産強化対策事業実施要領（令和４年４月１日付け３農産第 3175

号、３畜産第 1993 号農産局長、畜産局長連名通知）別紙３（果樹農業生産力増強総合対

策）の第２の１の（６）の果樹緊急総合対策支援事業として、国産花粉緊急確保実証事

業を実施することとし、産地が一体となって実施する、花粉を確保するための体制構築

及び剪定枝等を活用した花粉採取技術の実証等の取組を支援することとします。 

 当該事業の実施に当たり、別記事項を定めたので、御了知の上、関係者に対し事業内

容の周知を図り、事業の円滑な実施をお願いします。 



 

別記 国産花粉緊急確保実証事業 

 

１ 事業の内容 

本事業では、翌年度の開花期に必要な人工授粉用のなし及びりんご花粉を緊急的に

確保するため、支援対象者が実施する、産地が一体となった花粉確保のための体制構

築の取組及び剪定枝等を活用した花粉採取技術の実証等に要する経費を補助するもの

とする。 

 

２ 事業実施者 

  本事業の事業実施者は、都道府県法人（果樹農業振興特別措置法（昭和 36 年法律第

15 号）第４条の４第２号に規定する都道府県法人をいう。以下同じ。）とする。ただ

し、都道府県法人が設立されていない都道府県にあっては、当該都道府県の区域を地

区とする農業協同組合連合会その他事業実施主体が本事業を適切に実施する能力を有

すると認める団体（以下「特認団体」という。）が事業実施者となることができる。 

 

３ 支援対象者 

都道府県、市町村、生産出荷団体、民間事業者、産地協議会、生産者により組織さ

れた団体その他事業実施主体が適当と認めた者 

 

４ 補助対象となる取組等 

（１）本事業により支援対象となる取組内容、補助対象経費及び補助率は、次の表のと

おりとする。 

取組内容 補助対象経費 補助率 

① 花粉確保のための体制構築 

（花粉の緊急確保の取組検討や産

地内・産地間で花粉を融通する

体制の構築のための検討会、花

粉採取技術研修会等の開催、需

要量等の調査等） 

左記の取組に必要な会場借

料、旅費、謝金、資料印刷費、

通信・運搬費、消耗品費、労

賃等 

定額 

② なし又はりんごの剪定枝や未利

用花等を活用した花粉採取技術の

実証 

（剪定枝の収集・保管・開花促進

処理、剪定枝の処分、花の採取、

花粉の採取・精製、データ分析

等） 

左記の取組に必要な労賃、運

搬費、加温等設備の利用料、

花粉精製機等機械・設備のリ

ース導入費、備品費、資材費、

ほ場借料、資料印刷費、資料

購入費、委託費、役務費等 

 

定額 

 



 

（２）本事業は、（１）の表の①のうち検討会の実施を必須とする。また、当該検討会

は、都道府県の参加を必須とする。 

 

５ 事業の成果目標 

 本事業で得られた知見を他産地に共有し、全国の果樹産地における花粉確保の取

組を推進するため、支援対象者は、産地における花粉確保の体制構築及び花粉採取

技術実証の結果を取りまとめ、令和６年 12 月末までに Web サイトで公表する。 

 なお、実証結果の取りまとめに当たっては、実証で得られた花粉の量及び使途に

ついて記載すること。 

 

６ 推進指導体制 

（１）全国段階 

国及び事業実施主体である公益財団法人中央果実協会は、本事業を円滑かつ的確

に実施するため、連携して必要な情報の収集に努めるとともに、都道府県、都道府

県法人等その他関係機関に対して、必要に応じて指導を行うものとする。 

（２）都道府県段階 

都道府県法人又は特認団体（以下「都道府県法人等」という。）及び都道府県は、

本事業を円滑かつ的確に実施するため、連携して必要な情報の収集に努めるととも

に、支援対象者その他関係機関に対して、必要に応じて指導を行うものとする。 

また、都道府県は、４の（１）の表の①の検討会に参加し、産地が一体となった

花粉確保の取組や技術実証の指導を行うものとする。 

 

７ 事業実施の手続 

（１）支援対象者は、本事業を実施する際には、事業実施計画を別紙様式１号により作

成の上、９の（１）の交付申請と併せて、都道府県法人等に提出し、承認を受ける

ものとする。 

（２）都道府県法人等は、支援対象者から提出された事業実施計画が適当と認められ、

承認しようとする場合は、あらかじめ、９の（２）の交付申請と併せて、事業実施

主体と協議するものとする。 

（３）事業実施主体は、都道府県法人等から事業実施計画に係る協議があったときは、

内容を確認し適切と認める場合は、都道府県法人等に対して、当該計画に異存はな

い旨を通知するものとする。 

（４）都道府県法人等は、（３）の通知があったときは、事業実施計画を承認し、速や

かに支援対象者に通知するものとする。 

（５）交付申請書と併せて提出された事業実施計画は、９の（３）の交付決定の通知に

より承認されたとみなすことができるものとする。 

（６）事業実施計画を変更する場合は、（１）から（５）までの規定を準用するものと

する。ただし、当該計画の変更の承認又は協議を要する事項は、成果目標の変更、

支援対象者の変更、事業の中止又は廃止、支援対象者における事業費の 30％を超



 

える増、国庫補助金の増又は事業費若しくは国庫補助金の 30％を超える減及び特

に必要と認められる重要な事項とし、これらに該当しない軽微な事項については、

実績報告をもってこれに代えることができる。 

 

８ 機械・設備のリース導入 

機械・設備のリース導入については、持続的生産強化対策事業実施要領（令和４年

４月１日付け３農産第 3175 号、３畜産第 1993 号農産局長、畜産局長連名通知。以下

「実施要領」という。）別紙３本体の第３に定めるとおりとする。 

ただし、実施要領別紙３本体の第３の２の（２）のアで定める（ア）及び（イ）の

計算式は、以下を用いることとする。 

（ア）リース料助成額 ＝ リース物件価格 ×（リース期間 / 法定耐用年数）  

（イ）リース料助成額 ＝ リース物件価格 － 残存価格 

 

 

９ 補助金の交付 

（１）補助金の交付を受けようとする支援対象者は、都道府県法人等に対し、７の（１）

の事業実施計画の提出と併せて、別紙様式２号により、補助金の交付を申請するも

のとする。 

（２）都道府県法人等は、支援対象者からの補助金交付申請を取りまとめ、事業実施主

体に対し、７の（２）の事業実施計画の提出と併せて補助金の交付を申請するもの

とする。 

（３）事業実施主体は、都道府県法人等から補助金交付申請があった場合には、実施要

領別紙３本体の第２の３の（４）の業務方法書に定めるところにより、補助金を交

付するものとし、当該都道府県法人は、実施要領別紙３本体第２の４の（８）の業

務方法書に定めるところにより、支援対象者に補助金を交付するものとする。 

 

10 実績の報告 

（１）支援対象者は、本事業終了後、速やかに事業の実績について、別紙様式３号によ

り、都道府県法人等に報告するものとする。 

（２）都道府県法人等は、支援対象者からの報告を取りまとめ、事業実施主体に報告す

るものとし、事業実施主体は、当該報告を取りまとめ、農産局長に報告するものと

する。 

 

11 事業実施状況の報告等 

（１）支援対象者は、令和５年度における事業の実施状況について、別紙様式４号によ

り、令和６年７月末日までに都道府県法人等に報告するものとする。 

（２）都道府県法人等は、（１）により報告のあった事業実施状況について、同年度の

９月末日までに報告書を作成し、事業実施主体に提出するものとする。 

なお、都道府県法人等は、報告の内容を検討した結果、成果目標の達成が見込ま



 

れないと判断したときは、都道府県と協力し支援対象者に対して適切な措置を講ず

るものとし、報告書の提出時に、その内容についても併せて事業実施主体に報告す

るものとする。 

（３）事業実施主体は、（２）により報告のあった事業実施状況について、同年度の 11

月末日までに報告書を作成し農産局長に提出するものとする。 

なお、事業実施主体が報告の内容を検討した結果、成果目標の達成が見込まれな

いと判断したときは、事業実施主体は、都道府県法人等に対して適切な措置を講ず

るものとし、報告書の提出時に、その内容についても併せて農産局長に報告するも

のとする。 

（４）農産局長は、（３）により報告のあった事業実施状況の報告書の内容を確認し、

成果目標に対して事業の進捗状況が遅れていると判断する場合等、必要に応じて、

事業実施主体に対して、指導・助言を行うものとする。 

 

12 事業の評価 

（１）支援対象者は、目標年度の翌年度の７月末日までに成果目標の達成状況について、

自ら評価を行い、その結果を、別紙様式５号により都道府県法人等に報告するもの

とする。 

（２）都道府県法人等は、（１）による成果目標の達成状況の報告を受けた場合には、

その内容について点検評価し、その結果、成果目標が達成されていないと判断する

ときは、都道府県と協力して支援対象者に対し改善計画を提出させるなど、適切な

指導を行うとともに、その点検評価結果及び指導内容を事業実施主体に目標年度の

翌年度の９月末日までに報告するものとする。 

（３）都道府県法人等は、（２）の指導を行ったとしても、成果目標が達成されない場

合には、目標年度の翌年度までに当該成果目標が達成されるよう支援対象者に対

し、継続的に助言・指導を行うものとする。 

また、都道府県法人等が、継続的に助言・指導を行ったとしても、目標年度の翌

年度までに成果目標を概ね達成することが困難であると認められる場合には、目標

年度の翌々年度以降に当該成果目標が達成されるよう必要な助言・指導を行うもの

とする。 

ただし、天災その他支援対象者の責に帰すことのできない原因により当該成果目

標が達成されない場合には、期間を延長した上で適切な措置を講ずるものとする。 

（４）事業実施主体は、（２）による報告を受けた場合は、成果目標の達成状況の評価

を行うこととし、この結果を踏まえ、必要に応じて都道府県法人等に指導を行うと

ともに、その評価結果及び指導内容を農産局長に報告するものとする。 

（５）農産局長は、当該報告を受けた場合は、内容を検討し、必要に応じて事業実施主

体を指導するものとする。 

（６）国は、事業の実施効果など本事業の実施に必要な事項に関する調査を行うととも

に、必要に応じて、その内容を公表することができるものとする。 

 



13 収益納付 

（１）支援対象者は、補助事業により生産された花粉の売却等により収益が発生した場

合は、別紙様式６号により、補助事業の成果による収益の状況を記載した収益状況

報告書を補助事業の終了の翌年度から起算して５年間、報告に係る年度の翌年度の

６月末日までに都道府県法人等に報告するものとする。

（２）都道府県法人等は、（１）の報告を受けた場合、補助事業の成果の企業化により

相当の収益が生じたと認める場合にあっては、毎会計年度の補助事業の成果の企業

化による収益額に、当該成果に係る技術が企業化されるまでに事業の実施に要する

経費として交付された補助金総額をそれまでに支出された企業化に係る総費用で

除して得た値を乗じ、さらに企業化された事業において当該成果が利用される割合

を乗じて得た金額について、支援対象者に納付を命ずることができるものとする。

（３）収益を納付すべき期間は、補助事業の終了の翌年度から起算して５年間とする。

ただし、納付を命じることができる額の合計額は、事業の実施に要する経費として

交付した補助金総額を限度とする。

（４）都道府県法人等は、収益納付が行われた場合、事業実施主体を通じて、国に納付

を行うこととする。

附 則

この通知は、令和５年11月10日から施行する。



（別紙様式１号） 

 

令和５年度国産花粉緊急確保実証事業実施計画承認申請書 

 

番   号  

年 月 日  

 

                 

 （都道府県法人等）殿 

 

（住    所）        

（支援対象者名）        

（代表者氏名）        

 

 

 令和５年度果樹緊急総合対策支援事業による国産花粉緊急確保実証事業の実施について（令和

５年 11 月 10 日付け５農産第 3038 号農林水産省農産局長通知）の別記の７の（１）に基づき、

別紙のとおり国産花粉緊急確保実証事業実施計画の承認を申請する。 

 

 



　別紙様式１号　別添

対象地域：

目標年度：

果樹農業生産力増強総合対策のうち果樹緊急総合対策支援事業

都道府県名：

国産花粉緊急確保実証事業実施計画
（兼実績報告）書

年度事業実施年度： 年度

支援対象者名：

令和６令和５



第１　事業実施体制

第２　事業の実施について
　１　事業実施方針及び取組概要

　
注１　産地の状況及び課題に加え、課題解決に向けて本事業によりどのような検討や実証等を行うのかを具体的に記入すること。
注２　産地で必要な花粉量は、令和５年９月実施の花粉緊急実態調査の結果を参考に、品目毎に記載すること。

　２　花粉採取技術実証に取り組む品目・品種等

　３　実施体制

注　花粉確保の体制構築、花粉採取技術実証の実施体制についてそれぞれ記入すること（図も可）。

　４　成果目標

農産局長通知の別記の５で定める成果目標（産地における花粉確保の体制構築及び花粉採取技術実証の結果を取りまとめ、令和６年12月末までにWebサイトで公表する）
に沿って定めること。なお、実証結果の取りまとめに当たっては、実証で得られた花粉の量及び使途について記載すること。

　注

事務局
代表者名

支援対象者名
（都道府県、生産出荷
団体等名）

支援対象者の概要

担 当 者 ：

電 話 番 号 ：
e-mail ア ド レ ス ：

住 所 ：

品目名

例）ＪＡ○○梨部会生産者

産地で必要な花粉量（ｇ）

成果目標

事後評価の
検証方法

花粉を採取する品目名・品種名

例）日本なし・豊水

仕向先
実証で得る（得た）

花粉量（ｇ）
授粉先の品目名・品種名

※令和６年度の開花期に必要な花粉量



　５　事業全体の実施スケジュール

年 月
年 月
年 月
年 月
年 月

第３　取組ごとの内容
１　花粉確保の体制構築
（１）検討会の構成

注　都道府県の参加を必須とする。

（２）体制構築の内容及び必要な費用

円

２　花粉採取技術実証
（１）実証の内容及び必要な費用

円

合　　　　　計

　必要な経費

円 円 円例）

花粉採取技術実証

検討会・研修会・調査の内容

検討会名 所属・役職 氏名 備考

うち国費

○○

円

○○

備考
（経費の内訳を記載）

資料印刷費 ○○○○

円例）
○○検討会（○○について）

その他

　必要な経費

○○

うち国費 その他
実証

事業の実施時期

参加者・人数 場所

円

花粉確保の体制構築

なし剪定枝からの花粉採取

備考
（経費の内訳を記載）

取組内容

剪定枝の収集・保管・開花促進
例）

○○ ○○ ○○

合　　　　　計

剪定枝運搬費

加温設備利用料

○○
○○



（２）機械・設備のリース導入

　ア　リース導入に必要な費用

円 円 円

　イ　リース内容

注　対象機械が複数ある場合には、適宜、行を追加して機械ごとに記載すること。

　ウ　農業機械・設備をリースする場合の対象機械の決定の根拠

注１　「リース物件価格（千円）」の欄には、リースする農業機械の販売業者により設定されている小売希望価格（設定されていない場合は一般的な実勢価格（税抜価格））
　　を記載すること。
注２　「リースする機械の選定理由及び規模決定の根拠」の欄の「規模決定の根拠」では農業機械の能力を決定（導入する機械の能力、台数、単価等）した計算過程をその
　　根拠となる機械の能力等の具体的な数値を用いて記載すること。

　エ　リース機械の納入業者の選定方法の計画

注　「指名業者選定の考え方」の欄は、一般競争入札以外の選定方法で業者を選定した場合、記載すること。

リース期間

合　　　　　計

必要な経費
うち国費

機械名
リース物件価格

（千円）
リースする機械の選定理由及び規模決定の根拠

一般競争入札　・　指名競争入札　

備考

備　考

品目名 機械・設備名
仕　　　様
製造会社名
型　　　式

台数 管理者 保管・設置場所 備　考

その他

入札方式（いずれかに○） 指名業者選定の考え方 備　考

内容
リースする機械・設備

（能力、台数）等



　オ　農業機械のリース料等

注１　リース事業者の見積書の写し（実績報告では契約書の写し）等を添付すること。
　２　複数の農業機械をリース導入する場合、表を追加し、機械ごとに記載すること。
　３　別紙のチェック票を添付すること。

　

第４　必要経費

１　経費の配分と負担区分

　

注１　「事業費」欄には、本事業の実施に係る事業費の総額を記載すること。
　２　事業費＝国庫補助＋自己負担＋その他とすること。

 リース料助成申請額③は、下記の算式のいずれか小さい額を記入すること（使用した算式に〇を記入すること）。

　 Ⅰ　リース物件価格 × リース期間 / 耐用年数 Ⅱ （リース物件価格 －　残存価格）

（年）

　リース物件取得予定価格（消費税抜き） ① （円）

④ （円）

（円）

　支援対象者負担リース料（消費税込み）　①－②－③＋④＋⑤ （円）

　リース料助成申請額 ③

　消費税 ⑤

リース期間
開始月～終了月 　　　年　　月 ～ 　　　年　　月 （月）

リース借受日から○年間

　リース期間終了後の残存価格（消費税抜き） ② （円）

（円）

　リース諸費用（消費税抜き）

２　花粉採取技術実証

備　考

円 円 円 円

その他

１　花粉確保の体制構築

区　分 事業費
負担区分

国庫補助 自己負担

備　考

　　うち機械・設備リース以外

　　うち機械・設備リース

合　　　　　計



２　収支予算（又は精算）
（１）収入の部

（２）支出の部

注１　経費積算の基礎等の根拠資料を提出すること。
　２　適宜、行を追加して記入すること。

第５　事業完了予定（完了）年月日

年 月 日

第６　添付資料
　 事業実施主体及び事業実施者が必要と認める資料

備　考
増 減

　自己資金

国産花粉緊急確保実証事業

合　　　　　計

区　　　　　分 本年度予算額 本年度精算額
比較増減

備　考

円 円 円 円

　国庫補助金

区　　　　　分 本年度予算額 本年度精算額
比較増減

　その他

減
円 円 円 円

合　　　　　計

増



別紙（別紙様式第１号　別添関係）
（機械・設備のリース導入）

１　入札や相見積もりはどなたが行いましたか。
  ①　自身で行った
  ②　ＪＡを通じて行った
  ③　農機販売店を通じて行った
  ④　市町村を通じて行った
  ⑤　リース会社を通じて行った
  ⑥　輸入代理店を通じて行った
  ⑦　協議会が行った
  ⑧　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　入札や相見積もりの際に助成金を活用することを明らかにしましたか。
  ①　明らかにしなかった
  ②　明らかにした

３　入札や相見積もりを行う際にメーカーや機種を指定しましたか。また、指定をされた
　方はその理由を教えてください。
  ①　指定していない
  ②　複数メーカーを指定した
  ③　メーカーを一社のみ指定した
  ④　機種を指定した

指定した理由：

４　入札や相見積もりの結果は、助成金を活用せずに購入する場合に想定される価格
　と比較してどのように感じましたか。また、その理由をどのように考えましたか。

想定していた価格： 円

①　ほとんど変わらなかった
②　高かった

高かった理由：

③　安かった
安かった理由：

④　わからない

＜裏面につづく＞

チェック票



５　リース会社の選定はどのように行いましたか。
①　従来から利用しているリース会社を選定した
②　複数社のリース手数料を確認して割安な会社を選定した
③　JA等から斡旋されたリース会社を選定した
④　近隣に営業所があるリース会社を選定した
⑤　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

６　リース手数料の内容について、リース会社から説明を受けましたか。
①　受けた
②　受けていない

７　リース手数料について、引き下げ交渉を行いましたか。
①　引き下げ交渉は行っていない
②　引き下げ交渉を行い、当初の提示よりも引き下げてもらった
③　引き下げ交渉を行ったが、当初の提示どおりだった

８
　

（単位：円）
定価 実勢価格 導入価格 実売価格と比較し５％以上高い理由

～以下は購入先の販売店から聞き取って記入してください。～

　導入する農業機械の定価及び平均的な販売価格（実売価格、本体部分のみ、税抜き）、
入札・相見積もり時の価格が実売価格と比較し、５％以上高い場合はその理由



（別紙様式２号） 

 

令和５年度国産花粉緊急確保実証事業補助金交付申請書 

 

番   号  

年 月 日  

              

（都道府県法人等）殿 

 

（住    所）        

（支援対象者名）        

（代表者氏名）        

 

 

令和５年度果樹緊急総合対策支援事業による国産花粉緊急確保実証事業の実施について（令和

５年 11 月 10 日付け５農産第 3038 号農林水産省農産局長通知）の別記の９の（１）に基づき、

下記のとおり令和５年度国産花粉緊急確保実証事業補助金の交付を申請する。 

 

記 

 

１ 事業の目的及び内容 

 

２ 経費の配分 

区分 
補助事業に 

要する経費 

負担区分 

備考 国（本年度国

庫補助金） 
自己負担 

 円 円 円 

 国産花粉緊急確保実証

事業 
   

計     

 

注 備考欄には、消費税仕入れ控除税額について、これを減額した場合には「除税額○○○円うち国費

○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と同税額が明らかでない場合には「含税額」とそ

れぞれ記載すること。 

 

 

３ 事業完了予定年月日（又は事業完了年月日） 

年  月  日 

 

 



４ 収支予算額（又は収支精算額） 

（１）収入の部 

区分 
本年度 

精算額 

本年度 

予算額 

比較 
備考 

増 減 

 円 円 円 円  

国庫補助金      

自己負担金      

計      

 

（２）支出の部 

区分 
本年度 

精算額 

本年度 

予算額 

比較 
備考 

増 減 

 円 円 円 円  

国産花粉緊急確保

実証事業 
     

計      

 

（注）別添書類として、次の写しを添付する。 

１ 別添書類として、事業実施計画書の写しを添付する。 

 なお、計画承認の事業内容から変更がある場合には、計画承認を受けた計画書の変更箇

所を加筆修正（変更前を上段括弧で二段書）した該当資料ページを添付して提出すること。 

２ その他必要な書類 



（別紙様式３号） 

 

令和５年度国産花粉緊急確保実証事業実績報告兼補助金支払請求書 

 

番   号  

年 月 日  

                

（都道府県法人等）殿 

 

（住    所）        

（支援対象者名）        

（代表者氏名）        

 

 

 令和５年度果樹緊急総合対策支援事業による国産花粉緊急確保実証事業の実施について（令和

５年 11 月 10 日付け５農産第 3038 号農林水産省農産局長通知）の別記の 10 の（１）に基づき、

別添のとおり令和５年度国産花粉緊急確保実証事業実績を報告する。 

 また、併せて、下記のとおり令和５年度国産花粉緊急確保実証事業補助金の支払を請求する。 

 

記 

 

１ 事業の目的及び内容 

 

２ 経費の配分 

区分 
補助事業に 

要する経費 

負担区分 

備考 国（本年度国

庫補助金） 
自己負担 

 円 円 円 

 国産花粉緊急確保実証

事業 
   

計     

 

注 備考欄には、消費税仕入れ控除税額について、これを減額した場合には「除税額○○○円うち国費

○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と同税額が明らかでない場合には「含税額」とそ

れぞれ記載すること。 

 

 

３ 事業完了予定年月日（又は事業完了年月日） 

年  月  日 

 



４ 収支精算額 

（１）収入の部 

区分 
本年度 

精算額 

本年度 

予算額 

比較 
備考 

増 減 

 円 円 円 円  

国庫補助金      

自己負担金      

計      

 

（２）支出の部 

区分 
本年度 

精算額 

本年度 

予算額 

比較 
備考 

増 減 

 円 円 円 円  

国産花粉緊急確保

実証事業 
     

計      

 

（注）別添書類として、次を添付する。 

１ 別添書類として、事業実績報告書を添付する。 

 なお、計画承認の事業内容から変更がある場合には、計画承認を受けた計画書の変更箇

所を加筆修正（変更前を上段括弧で二段書）して提出すること。 

２ その他必要な書類 

 

 



（別紙様式４号） 

 

令和５年度国産花粉緊急確保実証事業の実施状況の報告について 

 

番   号  

年 月 日  

                

（都道府県法人等）殿 

 

（住    所）        

（支援対象者名）        

（代表者氏名）        

 

 

 令和５年度果樹緊急総合対策支援事業による国産花粉緊急確保実証事業の実施について（令和

５年 11 月 10 日付け５農産第 3038 号農林水産省農産局長通知）の別記の 11 の（１）に基づき、

令和５年度国産花粉緊急確保実証事業の実施状況について別紙のとおり報告する。 

 

 

（注）別添書類として、次の写しを添付する。 

１ 別紙の令和５年度国産花粉緊急確保実証事業実施状況確認シート 

２ その他必要な書類 



（別紙様式４号）別紙 

 

令和５年度国産花粉緊急確保実証事業実施状況確認シート 

 

都道府県名  

支援対象者名  代表者名  

目標年度 令和６年度  

実証に取り組む 

品目・品種 

 

実証の内容 

 

 

 

１ 成果目標及び達成状況 

(１)成果目標 

 

(２)達成状況 

 

 

注 成果目標は事業実施計画書と同じものとすること。 

 

２ 事業の取組状況 

(１)花粉確保の体制構築 

 

 

(２)花粉採取技術実証 

 

 

 

 

３ 取組の総評 

 

 

 

 

４ 今後の課題 

 

 

 

 



（別紙様式５号） 

 

令和５年度国産花粉緊急確保実証事業の目標達成状況の報告について 

 

番   号  

年 月 日  

                

（都道府県法人等）殿 

 

（住    所）        

（支援対象者名）        

（代表者氏名）        

 

 

 令和５年度果樹緊急総合対策支援事業による国産花粉緊急確保実証事業の実施について（令和

５年 11 月 10 日付け５農産第 3038 号農林水産省農産局長通知）の別記の 12 の（１）に基づき、

令和５年度国産花粉緊急確保実証事業の目標達成状況について別紙のとおり報告する。 

 

 

（注）別添書類として、次の写しを添付する。 

１ 別紙の令和５年度国産花粉緊急確保実証事業目標達成状況確認シート 

２ 必要に応じて事業実施計画書、実施状況報告を添付すること 

３ その他必要な書類 



（別紙様式５号）別紙 

 

令和５年度国産花粉緊急確保実証事業目標達成状況確認シート 

 

都道府県名  

支援対象者名  代表者名  

目標年度 令和６年度  

実証に取り組んだ 

品目・品種 

 

実証の内容 

 

 

 

１ 成果目標の達成状況 

成果目標  

達成状況  

実証結果を掲載し

たWebサイトのURL 

 

注 成果目標は事業実施計画書と同じものとすること。 

 

２ 事業の取組状況 

(１)花粉確保の体制構築 

 

 

 

(２)花粉採取技術実証 

 

 

 

(３)実証で得られた花粉の量及び使途 

品目 品種 花粉の量（ｇ） 使途 

    

    

注 品目・品種ごとに記載すること。 

 



 

３ 取組の総評 

 

 

 

 

４ 今後の課題 

 

 

 

 



（別紙様式６号） 

 

令和５年度国産花粉緊急確保実証事業収益状況報告書 

 

番   号  

年 月 日  

                

（都道府県法人等）殿 

 

（住    所）        

（支援対象者名）        

（代表者氏名）        

 

 

 令和５年度果樹緊急総合対策支援事業による国産花粉緊急確保実証事業の実施について（令和

５年 11 月 10 日付け５農産第 3038 号農林水産省農産局長通知）の別記の 13 の（１）に基づき、

令和５年度国産花粉緊急確保実証事業の収益状況について、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１ 事業の目的及び内容  

２ 補助事業の成果の企業化による収益額 円 

３ 補助事業に関して支出された総額 円 

４ 企業化に係る総費用 円 

５ 補助金の確定額 円 

６ 企業化利用割合 円 

７ 前年度までの収益納付額 円 

８ 本年度収益納付額 円 

 

（注）各項目の算出の根拠となる資料を添付すること 
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